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事業名 第二東海自動車道 横浜名古屋線 事業 高速自動車 事業 

 秦野
は だ の

～御殿場
ご て ん ば

 区分 国  道 主体 
中日本高速道路㈱

起終点 自：神奈川県秦野
は だ の

市 

 至：静岡県御殿場
ご て ん ば

市 
延長 ３３km 

事業概要  

第二東海自動車道は、横浜市を起点として、厚木市、静岡市及び豊田市を経て、名古屋市に至る延長約

３００ｋｍの高速自動車国道であり、第一東海自動車道と一体となって高速道路本来の機能である定時性、

快適性を確保するとともに、地震や交通事故等の障害時における代替ﾈｯﾄﾜｰｸとして信頼性の確保に大きな

役割を果たすとともに、産業・経済・文化の発展、広域的な連携による地域の自立の促進並びに活力ある

地域社会の形成に欠くことのできない根幹的な基盤施設である。 

事業の目的、必要性  

秦野市～御殿場市間の整備により、並行する第一東海自動車道とのﾀﾞﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸによる道路交通の信頼性

向上、東京～名古屋市間等の旅行時間短縮、第一東海自動車道の混雑緩和・地域環境改善、地域計画の推

進・実現、地域活性化への寄与といった効果が期待される。 

全体事業費   ５，０５６億円 計画交通量  ５５，６００～５７，６００台/日 

費用対効果 Ｂ／Ｃ  総費用 ３，４３２億円 総便益 １３，８３２億円 基準年  

分析結果   事 業 費：３，１５８億円  走行時間短縮便益:１２，４７６億円  平成１７年 

 ４．０  維持管理費：   ２７４億円  走行費用減少便益:  １，０１６億円  

    交通事故減少便益:     ３４１億円  

感度分析の結果  

     交通量変動：B/C＝４．７（交通量+10%） B/C＝３．５（交通量-10%） 

     事業費変動：B/C＝３．７（事業費+10%） B/C＝４．４（事業費-10%） 

     割引率変動：B/C＝３．５（割引率+１%） B/C＝４．７（割引率-１%） 

事業の効果等  

・指標７  物流拠点（主要な空港・港湾）へのアクセスが向上する。 

 → 円滑なモビリティの確保(御殿場市から羽田空港への所要時間が短縮) 

・ 指標１２ 並行道路の交通量減少により、CO２排出量が減少する。 

 → 地球環境の保全（自動車からの CO２排出量が削減） 

・ 指標１５ 高速道路ネットワークの代替経路となる。 

 → 災害への備え（東名高速道路の代替路線） 

他７項目に該当

関係する地方公共団体等の意見  

第二東名は、容量を大きく超える交通量によって機能が低下している現東名を補完し、沿線地域の渋滞

や沿道環境の改善、地域・産業経済の発展や、災害時の代替路として機能する重要な路線であり、整備を

早急に進める必要がある。(神奈川県) 

 

事業概要図  

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
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